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代表取締役社長の岩本でございます。
それでは、決算の状況についてご説明致します。
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資料をご覧ください。
2016年3月期の実績、及び2015年3月期実績との比較の増減です。

2016年3月期の実績は、対前期で受注高・売上高・各段階利益が全て右肩上がりとなり、対前期
比プラスという成績で終えました。2016年3月期は4年前に発表した前中期経営計画の 終年度
であり、資料上で強調しております「売上高」および「EPS」は中期経営目標指標となっておりました
が、いずれも達成することが出来ました。
受注高については対前期比で2,300億円以上、16.3％増加しており、非常に好調な受注環境で

あるとご理解下さい。
売上高は、分社以来、28年目で初めて1兆6,000億円を超えております。前中期経営計画の売上

高の目標は1兆5,000億円でありましたが、それを大きく超える実績を残すことが出来ました。
営業利益は1,008億円であり、業績予想値1,000億円を達成することが出来ました。この要因に

ついては後程、細かくご説明をします。
また、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、第3四半期にお話した通り、投資有価

証券の売却による特別利益の計上も加わり、対前期比97％という大幅な増益となりました。
前中期経営計画ではEPSは200円が目標値でしたが、こちらも達成することができました。
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2016年3月期の受注高の状況について、お話しします。
受注高は全ての分野で対前期比増となり、1兆6,000億円を超える結果となりました。特に金融分

野、公共・社会基盤分野では、いずれも大規模なシステム更改案件を確実に受注したことだけで
なく、各々のビジネスで幅出しが進んだことにより、大幅に増加しております。
法人・ソリューション分野は対前期比47億円の増加ですが、流通・製造向けビジネスの規模拡大

等で増加しております。

また、グローバル分野は、北米の既存事業における減少がありましたが、特に欧州において新
規案件を含めた確実な受注ができたこと、更に、北米でM&AをしたCarlisle ＆ Gallagher Consulting 
Group, Inc.の新規連結により増加しております。

なお、受注高の増減には為替換算による影響も含まれております。前期は、基本的にドルが円
に対して高い為、日本円に換算した受注高は増加する形で影響します。逆に、ユーロは円に対し
て安く推移したため、円換算後として減少する形で影響します。その結果、相殺すると40億円弱ぐ
らいの増加でありました。
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2016年3月期の売上高の状況について、お話しします。

売上高についても全ての分野で対前期比増となりました。特に、中央府省あるいは金融機関の
好調な受注に支えられると同時に、新規分野の事業拡大等により、プラス成長を確保しました。

公共・社会基盤分野については、従来までの傾向と変わらず、中央省庁向けビジネスではシス
テム更改の度に売上・利益が減少する構造、いわゆるダウンサイジングがありますが、昨年7月の

機構改革により加えたユーティリティ分野において、電力業界向けなどの事業拡大等により、プラ
ス成長を確保しました。

また、法人・ソリューション分野についても、オムニチャネル関連などの新しいビジネス、あるいは
新しいお客様向けの事業拡大等により増収を確保しました。

グローバルについては、スペイン、イタリアなどの市場環境が堅調であり、欧州での増収影響等
により対前期比増となりました。グローバル分野の売上高の増加には、為替影響70億円強も含ま
れております。
分社以来、初めて売上高で1兆6,000億円を超える水準となりました。
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2016年3月期の営業利益の状況について、お話しします。
全体概要でも述べましたが、対前期比168億円の増となる1,008億円となり、前期の業績予想とし

ていた1,000億円を達成しました。ただし、その要因については分野毎に異なるため、詳細につい
てご説明します。

も増益額が大きかったのは金融分野です。売上高の増収による増益もありますが、2015年3
月期に比べ不採算案件が減少したことが増益にかなり寄与しています。

一方で、公共・社会基盤分野では、当初想定していた以上に不採算案件が発生したこと、及び
先ほど申し上げた既存大型案件の更改によるダウンサイジング影響もあり、69億円の減益となっ
ています。
法人・ソリューション分野は、堅調な増収に伴う増益となっております。

グローバル分野は、前期の目標であったブラックゼロを達成することができましたが、少し説明
が必要となりますので、グローバル分野のページのところで補足します。
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グローバル分野、特に営業利益に関して補足いたします。
グローバル分野の営業利益目標は黒字化、いわゆるブラックゼロの達成でありました。2016年3

月期実績で8億円の黒字、対前期比35億円増益ですが、予想していなかった要素も含まれての結
果です。
1つは、北米での大型買収に関してDELL社とサイニングを行ったことを既に公表（2016年3月28

日：Dell Systems Corporation等の子会社化及びITサービス関連事業の譲り受け）しておりますが、

それに関連するアドバイザリー費用等を計上しました。これは営業利益へのマイナス影響となって
おります。
一方で、プラスになった要素についてお話します。EMEAののれん減損です。再編を進めている

ブラジル拠点は、EMEA配下となるため、EMEA全体の将来計画についても見直した結果、のれん

減損損失を計上しました。これに伴い、もともと営業費用として計上予定だったのれん償却費が、
減損損失として特別損失になったことから、営業利益がその分持ち上がりました。
これらの事象を踏まると、実力値としてはマイナス10億円程度であります。よって、収益性の向

上は、引き続き今年度以降のグローバルの大きな課題であると認識しております。
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2017年3月期の業績見通しについてご説明します。
まず 初に、2016年3月28日に報道発表しました海外での大型買収案件の影響は、業績見通し

に織り込んでいないことをご理解ください。現在、クロージングに向けてさまざまな努力をしており、
クロージング完了次第、速やかに反映後の数値を公表します。
受注高は、前期が対前期比2,000億円以上のプラスと好調であったことから、その反動減により、

約1兆5,000億円と、対前期比1,500億円程度減少の見通しです。
一方、売上高です。前期までの受注が大変好調であり、前期において1兆5,000億円程度の受注

残高があること、また2017年3月期においても受注残高は1兆5,000億円超を維持する見込です。
こうした受注環境の好調さに支えられ、売上高は、1兆6,500億円と増収を予定しております。営業
利益は、売上高の増収に伴い増益を予定しておりますが、前提条件について２点補足します。
1つは、退職給付債務の割引率の変更です。割引率を1.5%から0.5%へ引き下げたことに伴い、

50億円程度の利益マイナス要素となります。もう１つは、今年度より有形固定資産の減価償却方

法を定率法から定額法へと変更しますが、こちらの営業利益への影響は僅少とみております。し
たがって、退職給付債務の割引率の変更によるマイナス影響を踏まえても増益を予定していると
いうことになります。なお、営業利益の増益を達成する条件としては、後ほど詳しくお話をしますが、
不採算案件のさらなる徹底した削減が求められることは言うまでもありません。

親会社株主に帰属する当期純利益は、大幅なマイナスのように見えますが、前期に投資有価証
券の売却に伴う特別利益152億円を計上していることから、2017年3月期の予想数値580億円とい
うのも、それなりの水準だと認識しております。
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2017年3月期の受注高の業績見通しについて、お話しします。

公共・社会基盤分野、金融分野においては、前期に大規模システムの更改案件を確実に受注し
たことによる反動減もあり、減少する見通しです。一方、グローバル分野は、為替による減少影響
はあるものの、北米及び欧州における規模拡大等により増加し、全体として1兆5,100億円を予定
しております。
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2017年3月期の売上高の業績見通しについて、お話しします。
金融分野は36億円の減収ですが、前期に計上した大型案件の反動減が理由であり、堅調な受

注獲得による受注残高も確保していること、および銀行・保険・証券・クレジット業界向けの堅調な
ビジネスの規模拡大を予測していることから、前期並みと捉えております。

法人・ソリューション分野は、流通・製造業界向けビジネスの規模拡大、新規のお客様や新たな
ビジネスからの増収も見込んでおります。
そうしたことから、全体として1兆6,500億円と前期に比べて増収を予定しており、会社設立以来

の連続増収を今年度も継続する予定です。
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2017年3月期の営業利益の業績見通しについて、お話しします。

公共・社会基盤分野、金融分野の各セグメントでは、不採算案件の減少を見込んでおり、不採算
案件の減少による対前期比100億円以上の増益を織り込んだ見通しとしております。
また、グローバル分野は、前期において8億円の黒字となりましたが、実質的にはまだブラックゼ

ロに至っていないと認識しており、2017年3月期は更なるプラスへ転じたいと考えております。
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前期は前中期経営計画の 終年度でありました。前中期経営計画では、「売上高」および「EPS」
が中期経営目標指標となっておりましたが、売上高1.5兆円超、EPS200円のいずれも達成いたしま
した。

これらは売上、利益に対する幾つかの施策を実行してきた成果であります。それら前中期経営
計画の取組について、振り返ってみます。
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1つ目は「リマーケティング」です。このキーワードのもとに、まずは特に国内において、既存市場
におけるシェア拡大に取り組んできました。資料上でご覧頂けるように、年間売上高100億円以上
のお客様が2011年度比で1.6倍に増えました。もちろん、2011年度と2015年度が同じお客様という
わけではありませんが、少なくとも裾野は広がってきています。また、50億円未満のお客様の裾野
も前中期経営計画4年間の活動の中で広げることができました。我々の事業基盤は、非常に堅固
なものとなったと認識しています。

もう一方のリマーケティングは、新しい市場を創出することです。これは、いわゆる規制緩和や技
術の進化を捉え、新規ビジネス領域に参入するということです。例えば電力業界、オムニチャネル、
デジタルアーカイブなどです。マイナンバーもこの中に入ってもいいのかもしれませんが、このよう
な取り組みを通じて新たなマーケットに乗り出すことが出来ているとご理解ください。
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次は、戦略的R&Dとして、ソフトウェア開発の徹底的な自動化についてです。「TERASOLUNA 
Suite」という一連のソフトウェアのツール群により、要件定義以前の段階から、設計の段階、コー

ディングの段階、テストの段階、いずれもシームレスに連続しながら自動化できるようになりました。
また、開発案件への適用については、前期から基本的に全件義務付けているため500件を超えて

おり、かなりの効果が出て来ています。今後も継続して効果を生み出せるよう努力していきたいと
思います。
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グローバルビジネスの前中期経営計画の目標は2015年度終了時点で海外売上高比率25％以
上、海外売上高3,500億円でしたが、前期終了時点で海外売上高比率30％、海外売上高5,000億
円を超えて着地しています。カバレッジも45カ国・地域、185都市、従業員も8万人を超える体制と
いうことになっており、1つの目標は達成できました。
一方で課題も多く残っていると認識しています。海外事業の黒字化です。先ほどご説明した2016

年3月期実績のグローバルの営業利益では一見達成している形にはなっていますが、海外事業
ののれん償却前の営業利益率は2.4％と低い水準であり、この改善が今期より始まる中期経営計
画の大きな課題であると認識しています。
ただし、のれん・PPA償却前の営業利益率は、地域やビジネスモデルにより異なっており、例えば

北米は10％近い水準、ヨーロッパでもeverisやbussiness solutionsは5％近い水準です。今後、グ
ローバル事業全体でも5％近い水準まで引き上げるような努力をしたいと思っています。
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国内については管理費を2011年度比で100億円削減する目標でしたが、これはGroup‐SSC（グ

ループシェアドサービスセンタ）の導入などにより達成をしています。管理費の削減については、今
後も緩めずに継続したいと思います。

26



さて、前中期経営計画の中で一番の課題として残ったのは、不採算案件の抑制であります。
2013年度に300億円を超える不採算案件を出したことを受け、その対策として「プロジェクト審査委
員会」をスタートさせ、取り組んできました。前中期経営計画の終了時点の2015年度では、2014年

度よりも更に不採算案件を抑制できるよう取り組みましたが、「プロジェクト審査委員会」スタート前
に受注した大規模案件で2件、「プロジェクト審査委員会」スタート後の受注案件でも発生したこと
により、159億円の不採算案件が出ています。
2015年度に機構改革を実施しており、当社では事業本部が事業の活動単位であります。「プロ

ジェクト審査委員会」の審査対象としていない原価規模がそれほど大きくない案件についても、各
事業本部の中で、「プロジェクト審査委員会」のチェック方法による審査を行い、プロジェクトがス
タートした以降のフォローなども行います。
これらの取り組みを通じて今年度は 大でも80億円以内に抑えるよう、事業計画を策定しまし

た。
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さて、今年度より始まる中期経営戦略のお話をします。

ただし、現時点で海外での大型買収案件がクロージングしておりません。この大型買収が入る
と、売上規模で3,000億円程度の影響があります。よって、これを無視して中期経営計画の目標を
立てることはできません。

本日は中期経営計画の戦略、定性的な考え方のみをお話させて頂き、海外での大型買収案件
クロージング後に、中期経営目標も含め具体的なお話しをしたいと思います。
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前中期経営計画の期間中に、我々はGlobal 1st Stageに立ちました。そして、2015年度は海外売
上5,000億円超、海外売上高比率30％になりましたが、次のターゲットは2020年頃に到達する
Global 2nd Stageです。Global 2nd Stageでは、連結売上高は2兆円を超え、海外売上高の比率を
50％とすることが目標です。なぜそのような目標にするかと言えば、我々の今後のクライアント
は、マルチナショナルカンパニーであると考えているからです。フォーチュン500に掲載されている

ようなお客様を相手にするためには、先進各国のマーケットで一定程度の規模が必要です。そう
でなければ、クライアント企業のCIO（ 高情報責任者）やCTO（ 高技術責任者）から相手にして

頂けないのです。それが、海外売上高の成長が必須だと考える理由です。したがって、それなりに
大きなM&Aも必須だと考えております。
もし、海外の大型買収案件がクロージングできれば、現在の売上高1.6兆円に3,000億円程度の

売上高が加わり、1.9兆円を超えるかもしれません。そうしますと、今回の中期経営戦略の期間中
にGlobal 2nd Stageを達成できるかもしれません。その場合はGlobal 3rd Stageを設定しますが、現
時点でそのお話しは出来ませんので、定性的なお話だけとします。
Global 2nd Stageに向かってのキーワードは「ASCEND」です。「ASCEND」はぐっと持ち上がっていく

という意味ですが、具体的に言えば「Rise and grow as a global brand」ということであります。「NTT

データ」というブランドを、ワールドワイドのお客様により認知をしてもらうことを、今年度からの中
期経営戦略の期間の中で目指します。

そのために必要な取り組みの内容は、海外と日本のマーケットで分けて考える必要があります
し、海外マーケットでも北米、ヨーロッパ、ラテンアメリカ、東南アジア、中国では全く異なります。特
に、資料上で「リマーケティングの更なる深化」、「技術革新による価値創造」と記載していますが、
特に日本のマーケットについて意識をしています。
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リマーケティングは「既存市場のさらなる拡大」と「新規市場の創出加速」の2点です。グローバル
に通じていますが、3次元で「国・地域」、「業種・業界」、「ソリューション」の3軸で考え、ルービック

キューブのようなパーフェクトな 終形を意識しながら、グローバルシナジーを発揮することで、既
存市場をさらに拡大していきます。
さらに、 近のデジタル時代、バーチャルリアリティ（仮想現実：Virtual Reality）、アーギュメントリ

アリティ（拡張現実：Augmented Reality）といった技術動向を捉えて、新しいマーケットを創出してい
きます。
例えば、ヘッドマウントディスプレイ（HMD：Head Mounted Display）を付けて、現実的にその場所

にいるかのような仮想体験をすることができます。昨年度、当社は全英オープンをオフィシャルパ
トロンとしてサポートしていますが、セントアンドリュースのゴルフコースでグラスタイプのディスプレ
イ装置を利用し、実験もしています。実際のプレーを見ながら、BBCの生放送を重ね合わせたり、

様々なデータ、数字も見ることができる。これは例ですが、そうした新しいビジネスを創出していき
ます。
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技術革新については、積極的に投資をし続けたいと思います。1つは生産技術の革新でありま

す。ソフトウェア開発の自動化だけではなく、アジャイル開発なども含めて考えます。特に日本の
場合は、まだまだメインフレームのお客様が多くいらっしゃいます。メインフレームがいけないわけ
では決してありませんが、いわゆるレガシーモダナイゼーションをどのように実施するかということ
も含め、生産技術革新のためにはこれからも積極的に投資をし続けていきたいと思います。
また、先ほどバーチャルリアリティの話をしましたが、我々は4年ぐらい前から「NTT DATA 

Technology Foresight」という 先端技術の活用を促進する取り組みを行っています。2016年度版
では270以上の新技術を取り上げ、お客様とプライベートセミナや様々なワークショップを実施して
います。そうした取り組みから新しいビジネスモデルが生まれてきます。昨年度では、Fintechやブ

ロックチェーンもテーマとして取り上げました。今年度はバーチャルリアリティ元年だと私は思いま
すが、このように新しいマーケットを創出していくことも継続的に実施していきたいと思います。
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以上をまとめます。国内事業は全体的にITサービス市場の成長率はそれほど高くはないと思い

ますが、当社自身はまだまだ十分にマーケットシェアを伸ばせる分野があると思います。一番伸び
しろの大きい分野は法人・ソリューション分野ですし、地域ビジネスにおいても成長が見込めると
思います。これをリマーケティングのさらなる推進によって実現させることと、不採算案件を徹底的
に抑え込むことに取り組みます。不採算案件を抑制する手法や考え方については、ここ3年間ぐら
いの経験の中で十分に身に付けています。

また、海外事業は、大型買収案件がクロージングした後に、再度整理し見直しますが、基本的に
は各地域・国の違いを理解した上で、ローカルプレゼンスを上げることです。ガートナー（Gartner, 
Inc.）のレポートでは、北米のNTT DATA,Inc.は現在まだ40位ぐらいですが、スペインのeverisは10位

以内に入っています。イタリアもスペイン同様の状況です。そのようなローカル地域の違いはある
ものの、各々の地域でのローカルプレゼンスを上げることに努めていきたいと思います。

また、グローバルシナジーを出す上で重要なポイントを、資料上に記載しております。特に「健全
な財務基盤」です。今回の大型買収案件では資金調達が必要ですが、我々はD/Eレシオの管理を
し、現在格付機関から得ているAA格の評価も意識しながら、健全な財務基盤を堅持した上で、新
たなチャレンジをしていきたいと考えています。
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以上で私のプレゼンテーションを終わります。ありがとうございました。
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（説明省略）
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